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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注)  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

第２四半期 
連結累計期間

第34期
第２四半期 
連結累計期間

第33期
第２四半期 
連結会計期間

第34期 
第２四半期 
連結会計期間

第33期

会計期間

自  平成22年
    ２月１日 
至  平成22年 
    ７月31日

自  平成23年
     ２月１日
至  平成23年 
     ７月31日

自 平成22年
    ５月１日 
至  平成22年 
    ７月31日

自  平成23年 
    ５月１日 
至  平成23年 
    ７月31日

自  平成22年
    ２月１日 
至  平成23年 
    １月31日

売上高 (千円) 1,438,853 2,066,014 700,915 1,046,268 3,192,701 

経常利益 (千円) 76,173 217,263 24,261 103,757 215,977 

四半期(当期)純利益 (千円) 75,975 136,747 44,890 69,687 155,009 

純資産額 (千円) ― ― 2,264,525 2,425,239 2,323,023 

総資産額 (千円) ― ― 4,190,190 4,346,645 3,993,355 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 320.15 342.49 328.33 

１株当たり四半期(当期) 
純利益 

(円) 10.77 19.33 6.35 9.85 21.94 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) 10.22 18.39 6.05 9.30 20.97 

自己資本比率 (％) ― ― 54.0 55.8 58.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 349,036 216,072 ― ― 610,568 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △52,095 △167,484 ― ― △151,266

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 110,788 44,119 ― ― △191,053

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ― ― 548,594 498,186 405,930 

従業員数 (名) ― ― 97 103 95 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注) １  従業員数は就業人員であります。 

２  従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注) １  従業員数は就業人員であります。 

２  従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成23年７月31日現在

従業員数(名) 103〔10〕

 平成23年７月31日現在

従業員数(名) 103〔10〕
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第２ 【事業の状況】 

当社グループの事業は、半導体等製造用高純度化学化合物事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメン

トであります。 

(1) 生産実績 

当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構

造、形式、用途等は必ずしも一様ではないことから、記載しておりません。 
  

(2) 受注実績 

生産実績と同様の理由に加え、受注生産形態をとらない製品が多いことから、記載しておりません。
  

(3) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。 

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３  前第２四半期連結会計期間におけるソーラーフロンティア㈱に対する販売実績は、総販売実績に対する割合

が10％未満であるため記載を省略しております。 

  

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。  

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

高純度化学化合物事業 1,046,268 ―

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

ソーラーフロンティア㈱ ― ― 199,200 19.0 

TOPCO Scientific Co.,Ltd. 128,836 18.4 170,427 16.3 

日本エア・リキード㈱ 124,025 17.7 115,144 11.0 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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(1）経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響によるサプライチェーンの寸

断、電力供給不安等による景気後退懸念はあったものの、被災地における復興に向けての活動や各企業

の努力により、足下の生産活動につきましては、想定を上回る回復を見せております。 

しかしながら一方では、欧米における財政問題の長期化や、それに伴う円高基調等により、景況の先

行きに不透明感も出てきております。 

当社グループの主要な販売先であります半導体業界におきましては、スマートフォンやタブレットＰ

Ｃ向け、また新興国を中心とした家電向けの需要等が比較的堅調に推移いたしました。また、太陽電池

業界におきましては、我が国の原発事故の影響から、各国でエネルギー政策を見直す気運が高まってき

ております。 

このような状況下、当社グループにおきましては、経営全般にわたる徹底した効率化施策を継続して

推進するとともに、販売面におきましても堅調な半導体需要に向けて国内外に化学材料の拡販に努める

とともに、太陽電池向け材料の販売にも注力してまいりました。 

その結果、売上高は1,046,268千円（前年同期比49.3％増）となり、営業利益は110,860千円（同

193.6％増）、経常利益は103,757千円（同327.7％増）、四半期純利益は69,687千円（同55.2％増）と

なりました。 

なお、当社及び連結子会社の事業は、半導体等製造用高純度化学化合物事業並びにこれらの付帯業務

の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。  
  

(2) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末比377,998千円増加し、

2,284,274千円となりました。その主な要因は、現金及び預金、受取手形及び売掛金、原材料及び貯蔵

品が増加したことによるものであります。 

(固定資産) 

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、同24,709千円減少し、2,062,370千円とな

りました。その主な要因は、減価償却が進んだこと等により有形固定資産の残高が減少したことによる

ものであります。 

(流動負債) 

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、同191,037千円増加し、1,541,454千円とな

りました。その主な要因は、原材料等の仕入の増加に伴う買掛金の増加、及び未払法人税等の増加によ

るものであります。 

(固定負債) 

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、同60,035千円増加し、379,950千円となり

ました。その主な要因は、長期借入金の増加によるものであります。 

(純資産) 

当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、同102,216千円増加し、2,425,239千円となり

ました。その主な要因は、四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したことによるものでありま

す。 
  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期

連結会計期間末に比べ179,565千円増加し、498,186千円となりました。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は182,855千円（前年同期比71,727千円の収入の増加）となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益の計上115,351千円、減価償却費62,163千円、及び補助金の受

取額64,726千円等のプラス要因が、たな卸資産の増加額52,647千円等のマイナス要因を上回ったことに

よるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果支出した資金は111,512千円（同87,293千円の支出の増加）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出111,120千円によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は109,577千円（前年同期は23,530千円の支出）となりました。これは

主に、長期借入れによる収入150,000千円が、返済による支出36,450千円等を上回ったことによるもの

であります。 
  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 
  

(5）研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、56,158千円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

該当事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 27,240,000

計 27,240,000

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年７月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年９月14日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 7,160,160 7,160,160 
大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数
100株

計 7,160,160 7,160,160 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法

によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

① 第２回新株予約権(平成16年12月27日臨時株主総会の特別決議) 

 
(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２  新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
    また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

 
第２四半期会計期間末現在 

(平成23年７月31日)

新株予約権の数(個) 389(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 389,000

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき金200円(注)２

新株予約権の行使期間 
平成20年12月28日から  
平成26年12月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格   200円  
資本組入額  100円

新株予約権の行使の条件 

  新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時におい
て、当社又は当社子会社の取締役、監査役及び使用人の
地位にあることを要する。 
  ただし、任期満了による退任、定年退職の場合及び当
社の取締役会が特別に認めた場合は権利行使をなしう
る。 
  新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続は
認めない。 
  その他の行使の条件については新株予約権割当契約に
よる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す
る。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

調整後行使価額

 

＝

 

調整前行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数
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② 第３回新株予約権(平成17年８月31日臨時株主総会の特別決議) 

 
(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２  新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
    また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

 
第２四半期会計期間末現在 

(平成23年７月31日)

新株予約権の数(個) 248(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 248,000

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき金200円(注)２

新株予約権の行使期間 
平成21年９月１日から  
平成27年８月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格   200円  
資本組入額  100円

新株予約権の行使の条件 

  新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時におい
て、当社又は当社子会社の取締役、監査役及び使用人の
地位にあることを要する。 
  ただし、任期満了による退任、定年退職の場合及び当
社の取締役会が特別に認めた場合は権利行使をなしう
る。 
  新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続は
認めない。 
  その他の行使の条件については新株予約権割当契約に
よる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す
る。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

調整後行使価額

 

＝

 

調整前行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数
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③ 第４回新株予約権(平成18年４月27日定時株主総会の特別決議) 

 
(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２  新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
    また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

 
第２四半期会計期間末現在 

(平成23年７月31日)

新株予約権の数(個) 218(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 218,000

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき金220円(注)２

新株予約権の行使期間 
平成22年４月28日から  
平成28年４月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格   220円  
資本組入額  110円

新株予約権の行使の条件 

  新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時におい
て、当社又は当社子会社の取締役、監査役及び使用人の
地位にあることを要する。 
  ただし、任期満了による退任、定年退職の場合及び当
社の取締役会が特別に認めた場合は権利行使をなしう
る。 
  新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続は
認めない。 
  その他の行使の条件については新株予約権割当契約に
よる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す
る。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

調整後行使価額

 

＝

 

調整前行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

平成23年７月31日現在 

 
  (注)  相澤康雄氏から、平成23年９月５日付で関東財務局へ提出された大量保有報告書の変更報告書により、平成23

年８月29日現在で615,040株を保有している旨の報告を受けております。 

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりです。 

  

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成23年７月31日 ― 7,160,160 ― 741,682 ― 642,682 

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ＪＳＲ㈱ 東京都港区東新橋１丁目９－２ 1,432,100 20.00 

竹中  潤平 神奈川県相模原市南区 1,018,460 14.22 

相澤  康雄 神奈川県相模原市中央区 584,540 8.16 

斎藤  隆 神奈川県相模原市南区 411,810 5.75 

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 335,900 4.69 

㈱山梨中央銀行 山梨県甲府市丸の内１丁目20－８ 300,000 4.18 

トリケミカル研究所従業員持株会 山梨県上野原市上野原8154番地217 240,400 3.35 

大阪証券金融㈱ 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 197,200 2.75 

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 135,000 1.88 

木曽  幸一 神奈川県相模原市緑区 98,900 1.38 

計 ― 4,754,310 66.39 

氏名又は名称 住所 所有株式数(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

相澤  康雄 神奈川県相模原市中央区 615,040 8.59 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成23年７月31日現在 

 
(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式13株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成23年７月31日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
 (注)  株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式         79,000 

―
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式      7,080,200 70,802 同上

単元未満株式 普通株式            960 ― 同上

発行済株式総数 7,160,160 ― ―

総株主の議決権 ― 70,802 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
㈱トリケミカル研究所 

山梨県上野原市上野原
8154番地217 79,000 ― 79,000 1.10 

計 ― 79,000 ― 79,000 1.10 

２ 【株価の推移】

月別
平成23年 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

最高(円) 349 332 315 345 565 532 

最低(円) 310 184 281 295 320 376 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年５月１日から平成22年７月31日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成22年２月１日から平成22年７月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成23年５月１日から平成23年７月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成23年２月１日から平成23年７月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年５月

１日から平成22年７月31日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年２月１日から平成22年７月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成23年５月１日から平成23年７月31

日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成23年２月１日から平成23年７月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 498,347 406,419

受取手形及び売掛金 ※２  1,292,283 1,150,861

商品及び製品 10,127 19,143

仕掛品 137,423 110,880

原材料及び貯蔵品 295,585 186,660

その他 52,328 34,311

貸倒引当金 △1,820 △1,998

流動資産合計 2,284,274 1,906,275

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,048,299 1,081,229

減価償却累計額 △432,648 △408,004

建物及び構築物（純額） ※１  615,651 ※１  673,224

機械装置及び運搬具 668,577 680,866

減価償却累計額 △383,753 △356,464

機械装置及び運搬具（純額） 284,824 324,402

工具、器具及び備品 948,978 852,070

減価償却累計額 △588,316 △517,652

工具、器具及び備品（純額） 360,661 334,417

土地 ※１  608,641 ※１  608,641

その他 93,958 46,060

減価償却累計額 △10,212 △7,353

その他（純額） 83,746 38,706

有形固定資産合計 1,953,525 1,979,393

無形固定資産 7,240 7,465

投資その他の資産   

その他 106,236 105,108

貸倒引当金 △4,632 △4,887

投資その他の資産合計 101,603 100,220

固定資産合計 2,062,370 2,087,079

資産合計 4,346,645 3,993,355
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 149,474 85,141

短期借入金 ※１, ※３  900,000 ※１, ※３  900,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１  172,016 ※１  145,264

未払法人税等 100,728 35,035

賞与引当金 41,084 36,121

その他 178,149 148,854

流動負債合計 1,541,454 1,350,416

固定負債   

長期借入金 ※１  359,164 ※１  304,840

退職給付引当金 6,390 3,999

その他 14,396 11,075

固定負債合計 379,950 319,915

負債合計 1,921,405 1,670,332

純資産の部   

株主資本   

資本金 741,682 741,682

資本剰余金 642,682 642,682

利益剰余金 1,101,827 1,000,797

自己株式 △20,562 △22,089

株主資本合計 2,465,630 2,363,073

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △9,148 △7,197

為替換算調整勘定 △31,242 △32,852

評価・換算差額等合計 △40,390 △40,049

純資産合計 2,425,239 2,323,023

負債純資産合計 4,346,645 3,993,355
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 1,438,853 2,066,014

売上原価 840,252 1,369,830

売上総利益 598,601 696,184

販売費及び一般管理費 ※  511,559 ※  463,672

営業利益 87,041 232,512

営業外収益   

受取利息 86 62

受取配当金 52 62

持分法による投資利益 2,768 3,005

還付加算金 1,621 －

その他 1,154 1,033

営業外収益合計 5,684 4,164

営業外費用   

支払利息 9,585 7,184

為替差損 6,339 11,747

その他 627 480

営業外費用合計 16,552 19,412

経常利益 76,173 217,263

特別利益   

補助金収入 － 64,726

特別利益合計 － 64,726

特別損失   

固定資産圧縮損 － 53,132

特別損失合計 － 53,132

税金等調整前四半期純利益 76,173 228,857

法人税、住民税及び事業税 3,706 97,588

法人税等調整額 △3,507 △5,479

法人税等合計 198 92,109

少数株主損益調整前四半期純利益 － 136,747

少数株主利益 － －

四半期純利益 75,975 136,747
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 700,915 1,046,268

売上原価 425,941 709,422

売上総利益 274,973 336,845

販売費及び一般管理費 ※  237,221 ※  225,985

営業利益 37,752 110,860

営業外収益   

受取利息 20 14

受取配当金 52 62

持分法による投資利益 3,752 9,308

還付加算金 1,621 －

その他 978 919

営業外収益合計 6,425 10,304

営業外費用   

支払利息 4,894 3,608

為替差損 14,585 13,359

その他 437 437

営業外費用合計 19,917 17,406

経常利益 24,261 103,757

特別利益   

補助金収入 － 64,726

特別利益合計 － 64,726

特別損失   

固定資産圧縮損 － 53,132

特別損失合計 － 53,132

税金等調整前四半期純利益 24,261 115,351

法人税、住民税及び事業税 2,637 33,349

法人税等調整額 △23,267 12,313

法人税等合計 △20,629 45,663

少数株主損益調整前四半期純利益 － 69,687

少数株主利益 － －

四半期純利益 44,890 69,687
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 76,173 228,857

減価償却費 126,304 130,291

持分法による投資損益（△は益） △2,768 △3,005

貸倒引当金の増減額（△は減少） △394 △178

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,999 2,390

受取利息及び受取配当金 △139 △124

支払利息 9,585 7,184

補助金収入 － △64,726

固定資産圧縮損 － 53,132

有形固定資産除売却損益（△は益） 448 437

売上債権の増減額（△は増加） 38,292 △141,407

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,727 △126,453

仕入債務の増減額（△は減少） 9,322 64,333

未払又は未収消費税等の増減額 3,795 △19,249

未収入金の増減額（△は増加） 18 537

未払費用の増減額（△は減少） △1,667 10,821

その他の流動資産の増減額（△は増加） 839 △1,958

その他の流動負債の増減額（△は減少） 28,479 43,104

その他 4,675 1,973

小計 303,691 185,959

利息及び配当金の受取額 139 3,358

利息の支払額 △9,518 △6,701

法人税等の支払額 △1,906 △31,480

法人税等の還付額 56,629 211

補助金の受取額 － 64,726

営業活動によるキャッシュ・フロー 349,036 216,072

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 328

投資有価証券の取得による支出 △601 △601

有形固定資産の取得による支出 △51,184 △166,792

無形固定資産の取得による支出 △309 △418

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,095 △167,484

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 －

長期借入れによる収入 100,000 150,000

長期借入金の返済による支出 △84,995 △68,924

リース債務の返済による支出 △2,308 △3,001

自己株式の取得による支出 △9,695 △34

自己株式の処分による収入 7,800 1,220

配当金の支払額 △12 △35,140

財務活動によるキャッシュ・フロー 110,788 44,119

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,738 △451

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 405,991 92,256

現金及び現金同等物の期首残高 142,603 405,930

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  548,594 ※  498,186
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日  至  平成23年７月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 

  (1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号  平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号  平成20年３月10日）

を適用しております。これによる損益への影響はありません。 

  (2)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用  

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を

適用しております。これによる損益への影響はありません。 

 

 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日  至  平成23年７月31日)

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令」（内閣府令第５号  平成21年３月24日）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年５月１日  至  平成23年７月31日)

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令」（内閣府令第５号  平成21年３月24日）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日  至  平成23年７月31日)

１  棚卸資産の評価方法 

  棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。 

２  繰延税金資産の算定方法 

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングに、前連結会計年度末以降の経営環境等の変化や一時差異等の発生状況の変動による影響を加味し

たものを利用する方法によっております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年７月31日)

前連結会計年度末 
(平成23年１月31日)

※１  担保資産及び担保付債務 

      担保に供している資産は次のとおりであります。 

 
      担保付債務は次のとおりであります。 

 
※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれ

ております。 

 
※３  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。契約

に基づく当第２四半期連結会計期間末の借入金未実

行残高等は次のとおりであります。 

建物及び構築物 361,405千円

土地 299,581 〃

    合計 660,986千円

短期借入金 136,480千円

長期借入金（1年内返済予定の 
長期借入金含む） 

246,260 〃

    合計 382,740千円

受取手形 76,516千円

当座貸越極度額 1,500,000千円

借入実行残高 900,000 〃

差引額 600,000千円

※１  担保資産及び担保付債務 

      担保に供している資産は次のとおりであります。 

 
      担保付債務は次のとおりであります。 

 
※２               ────── 

※３  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。契約

に基づく当連結会計年度末の借入金未実行残高等は

次のとおりであります。 

建物及び構築物 373,382千円

土地 299,581 〃

   合計 672,964千円

短期借入金 150,250千円

長期借入金（1年内返済予定の 
長期借入金含む） 

237,874 〃

   合計 388,124千円

 

当座貸越極度額 1,500,000千円

借入実行残高 900,000 〃

差引額 600,000千円

(自  平成22年２月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間

※    販売費及び一般管理費の主なもの 

貸倒引当金繰入額 52千円

賞与引当金繰入額 11,788 〃

退職給付費用 3,547 〃

研究開発費 183,771 〃

※    販売費及び一般管理費の主なもの 

 

賞与引当金繰入額 15,584千円

退職給付費用 3,765 〃

研究開発費 114,496 〃

(自  平成22年５月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成23年５月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第２四半期連結会計期間

※    販売費及び一般管理費の主なもの 

貸倒引当金繰入額 51千円

賞与引当金繰入額 10,937 〃

退職給付費用 1,787 〃

研究開発費 75,368 〃

※    販売費及び一般管理費の主なもの 

 

賞与引当金繰入額 14,592千円

退職給付費用 1,929 〃

研究開発費 56,158 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成23年７月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成23年２月

１日  至  平成23年７月31日) 

  
１  発行済株式の種類及び総数 

 
  

２  自己株式の種類及び株式数 

 
  

３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   

  (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

５  株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(自  平成22年２月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間

※    現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 549,125千円

預入期間３か月超の定期預金 △530 〃

現金及び現金同等物 548,594千円

※    現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 498,347千円

預入期間３か月超の定期預金 △161 〃

現金及び現金同等物 498,186千円

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,160,160 

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 79,013 

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年４月27日 

定時株主総会
普通株式 35,376 5 平成23年１月31日 平成23年４月28日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年５月１日  至  平成22年７月31日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成22年２月１日  至  平成22年７月31日) 
  

当社及び連結子会社の事業は、半導体製造用高純度化学化合物事業並びにこれらの付帯業務の単一事

業であります。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。
  

【所在地別セグメント情報】 
  

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年５月１日  至  平成22年７月31日) 
  

 
(注)  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

  

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年２月１日  至  平成22年７月31日) 
  

 
(注)  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

  

 
日本 
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結
(千円)

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 648,890 52,025 700,915 ― 700,915 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 38,943 ― 38,943 (38,943) ―

計 687,833 52,025 739,859 (38,943) 700,915 

営業利益 32,566 3,901 36,468 1,284 37,752 

 
日本 
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結
(千円)

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 1,346,189 92,663 1,438,853 ― 1,438,853 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 78,217 ― 78,217 (78,217) ―

計 1,424,407 92,663 1,517,070 (78,217) 1,438,853 

営業利益 83,259 6,720 89,979 (2,938) 87,041 
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【海外売上高】 

  

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年５月１日  至  平成22年７月31日) 
  

 
(注)  １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２  各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)  北米……米国 

(2)  アジア……台湾、韓国 

(3)  その他の地域……イスラエル、アイルランド 

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年２月１日  至  平成22年７月31日) 
  

 
(注)  １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２  各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)  北米……米国 

(2)  アジア……台湾、韓国 

(3)  その他の地域……イスラエル、アイルランド 

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
  

【セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自  平成23年５月１日  至  平成23年７月31日)及び当第２四半期連結累計

期間(自  平成23年２月１日  至  平成23年７月31日) 
  

当社及び連結子会社の事業は、半導体等製造用高純度化学化合物事業並びにこれらの付帯業務の単一セ

グメントであるため、記載を省略しております。 
  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 28,977 209,183 22,656 260,817 

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― 700,915 

Ⅲ  連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 4.1 29.9 3.2 37.2 

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 51,055 408,604 44,394 504,054 

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― 1,438,853 

Ⅲ  連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 3.5 28.4 3.1 35.0 
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(金融商品関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成23年７月31日) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動は

ありません。 

  

(有価証券関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成23年７月31日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動は

ありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成23年７月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自  平成23年５月１日  至  平成23年７月31日) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自  平成23年５月１日  至  平成23年７月31日) 

該当事項はありません。 

  

(資産除去債務関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成23年７月31日) 

該当事項はありません。 

  

(賃貸等不動産関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成23年７月31日) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

  

 
  
２  １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第２四半期連結累計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年７月31日)

前連結会計年度末 
(平成23年１月31日)

  

 342.49円
 

328.33円

(自  平成22年２月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益 10.77円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 10.22円
 

１株当たり四半期純利益 19.33円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 18.39円

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年２月１日 
  至  平成22年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日 
  至  平成23年７月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 75,975 136,747 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 75,975 136,747 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 7,052,683 7,075,983 

 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

  四半期純利益調整額(千円) ― ―

  普通株式増加数(株) 379,607 360,519 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要 

― ―

― 26 ―



  
第２四半期連結会計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(自  平成22年５月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成23年５月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第２四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益 6.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 6.05円
 

１株当たり四半期純利益 9.85円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 9.30円

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年５月１日 
  至  平成22年７月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年５月１日 
  至  平成23年７月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 44,890 69,687 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 44,890 69,687 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 7,065,695 7,076,704 

 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

  四半期純利益調整額(千円) ― ―

  普通株式増加数(株) 356,754 414,286 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要 

― ―

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成２２年９月１３日

株式会社トリケミカル研究所 

取 締 役 会  御 中  

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社トリケミカル研究所の平成２２年２月１日から平成２３年１月３１日までの連結会計年度の第２四

半期連結会計期間（平成２２年５月１日から平成２２年７月３１日まで）及び第２四半期連結累計期間（平

成２２年２月１日から平成２２年７月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トリケミカル研究所及び連結子会

社の平成２２年７月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

公認会計士  原   勝 彦  ㊞ 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

公認会計士  小 林   宏  ㊞ 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

公認会計士  前 田 隆 夫  ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





  
平成２３年９月１３日

株式会社トリケミカル研究所 

取 締 役 会  御 中  

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社トリケミカル研究所の平成２３年２月１日から平成２４年１月３１日までの連結会計年度の第２四

半期連結会計期間（平成２３年５月１日から平成２３年７月３１日まで）及び第２四半期連結累計期間（平

成２３年２月１日から平成２３年７月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トリケミカル研究所及び連結子会

社の平成２３年７月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

公認会計士  原   勝 彦  ㊞ 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

公認会計士  小 林   宏  ㊞ 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

公認会計士  前 田 隆 夫  ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年９月14日 

【会社名】 株式会社トリケミカル研究所 

【英訳名】 Tri Chemical Laboratories Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 斎藤 隆 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 山梨県上野原市上野原8154番地217 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長 斎藤 隆は、当社の第34期第２四半期(自 平成23年５月１日 至 平成23年７

月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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